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研究成果の概要：負債・持分（資本）の区分のあり方は、負債および持分の定義の組合せと、
両定義の適用方法によって決まるが、それらは会計の利益計算構造全体の問題として考える必
要がある。負債概念のあり方に関して、株式を交付して決済する義務については、株式交付に
伴う資産請求権を放棄することを要求される義務は負債になる。また、持分概念のあり方に関
して、資本取引は、「株式の自益権（経済的な権利）に基づく、株主と会社との資産・負債の移
動」と定義される。 
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１．研究開始当初の背景 
 負債・持分の区分の会計問題について、こ
れまで国内外で行われてきた研究は、貸借対
照表上の表示問題としての研究が多かった。
しかし、貸借対照表に表示するだけであれば、
投資家のニーズによって表示のあり方が変
わるため、そもそもこうした負債・持分の区
分を検討する意義は薄い。一方、会計利益計
算の問題として取り上げられる場合、新株予
約権、新株予約権付社債、償還優先株式とい
った個別項目の会計処理に関する検討はあ
るが、そこには体系性が存在しない。 
 とはいえ、会計問題としての負債・持分の
区分問題は益々重要性を増しつつある。海外

では、国際会計基準審議会や米国財務会計基
準審議会が、2003 年に当該問題についてそ
れぞれ会計基準を公表した。しかし、国際会
計基準審議会では、残された課題として少数
株主持分の会計問題について解決を図ろう
としているし、また、米国財務会計基準審議
会では当該問題を根本的に解決するために、
概念フレームワークの負債概念の変更を検
討している。 
その後、国際会計基準審議会および米国財
務会計基準審議会は、共同プロジェクトとし
て、「負債と持分プロジェクト（現在は「持
分の性質を有する金融商品プロジェクト」と
改称）」を立ち上げ、金融商品がもたらす当
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該問題を解決しようとしている。 
日本でも 2004 年に、企業会計基準委員会
が討議資料『財務会計の概念フレームワー
ク』を公表し、それに沿って、2005 年に、
企業会計基準第 5号『貸借対照表の純資産の
部の表示に関する会計基準』を公表した。 
 
２．研究の目的 
本研究では、財務会計における負債および
持分概念、および負債・持分の区分に係る会
計問題に関する研究を行う。具体的には、現
在、国内外の会計基準設定において問題にな
っている負債および持分概念、そして負債・
持分の区分に係る会計問題について、どのよ
うに論理整合的な解決法を導き出し得るか
について検討すると同時に、当該会計問題を
引き起こしている様々な項目について、どの
ように会計処理すべきかについて検討する
ことを目的とする。 
 まず、負債・持分の区分に係る会計問題に
ついての国際的動向について研究する。具体
的には日本・米国等の各国の会計基準設定団
体と国際会計基準審議会の会計基準におけ
る負債・持分の区分に関する比較検討と、当
該領域に関する各国の研究動向について研
究する。 
 その上で、負債・持分の区分に係る会計問
題について検討するために、負債概念および
持分概念に関する研究を行う。負債概念につ
いては、「義務」の概念に焦点を当て、義務
概念の再吟味を行う。負債概念に含まれる
「義務」の義務たる所以は、支払の不可避性
にあり、支払の不可避性は義務を履行しなけ
れば別の支払義務が課される点に着目し、負
債概念の再検討と、負債に含まれる範囲の変
質について論じる。 
また、持分概念については、単に「資産か

ら負債を控除した残余」と扱われることが多
いが、これについても再検討を行う。具体的
には米国財務会計基準審議会および国際会
計基準審議会の概念フレームワークや、日本
の企業会計基準委員会が公表した『討議資
料・財務会計の概念フレームワーク』等を素
材にしつつ、持分概念において「残余」概念
と「株主権益」概念を両立させる必要性を論
じる。そして、持分概念の具体的な適用の方
法についても検討し、その中で「資本取引と
損益取引の区分」のあり方について検討する。 
 
３．研究の方法 
本研究ではまず、会計理論および会計制度
上、「負債・持分の区分」に関する会計問題
が国内外で現在どのように議論されている
か、検討する。その上で、会計理論および会
計制度上展開されている負債・持分の定義と、
それらの定義の適用方法について整理し、さ
らにその中で、負債と持分を区分する必然性

について、検討する。こうした検討を踏まえ、
負債および持分の定義のあり方と、その適用
の方法について検討する。最後に、これらの
検討を踏まえ、「負債・持分の区分」のあり
方を検討していく。 
 
４．研究成果 
(1)研究の主な成果 
本研究ではまず、財務会計における、負債
と持分の区分に関する問題領域の整理を試
みた。負債と持分の区分の在り方は、負債の
定義と持分の定義の組み合わせと定義の適
用方法の在り方によって決定される。しかし、
会計の最終目的を、利益計算と規定するなら
ば、負債と持分の区分から更に一歩踏み込ん
で、会計の利益計算構造全体の問題として、
残高試算表での負債・持分・収益の区分まで
考える必要がある。また、負債と持分の区分
の問題は、これまでは貸借対照表の問題と考
えられてきたが、当該問題は損益計算書にお
ける利益計算とも密接に関わる問題である
ため、単に負債と持分を定義すればそれで解
決するわけではなく、残高試算表の負債・持
分・収益の区分を念頭に置きつつ、慎重に検
討すべきであることを明らかにした。 
その上で、財務会計における負債・持分の
区分に関する問題領域について、現在の国際
的動向を踏まえ、問題の全体像を明らかにし
た。現在、国際会計基準審議会や米国財務会
計基準審議会、あるいは欧州事前会計活動
（ Pro-active Accounting Activities in 
Europe）を中心に、会計基準設定の問題とし
て、金融商品会計に係る当該問題が論じられ
ているが、その中で、従来までのような、「資
産から負債を控除した残余」という定義とは
大きく異なる持分概念が提案され、その一方
で、負債はこれまで「資産を引渡す（または
用役を提供する）義務」と定義されてきたが、
現在では「持分以外の請求権」、すなわち「資
産から持分を控除した残余」と定義しようと
する傾向が見られる。本研究では、こうした
動向を明らかにした。 
つぎに、負債の会計の在り方について検討
する手掛りとして、会社法や会社計算規則に
おける負債の会計について検討した。会社
法・会社計算規則では、負債の会計について、
会計基準を追認する姿勢を示し、そして会計
基準の将来の変更に対処できるようにしよ
うとしている。従って、会計基準や会計理論
における負債の会計の進展を検討する必要
があるが、その中心課題は、負債の定義のあ
り方とその適用の方法であることが明らか
になる。 
その上で、負債概念の定義、および定義の
適用の在り方について検討した。これまで負
債概念は、資産を引渡す（または用役を提供
する）義務と定義されてきた。そのため、新



株予約権やストック・オプション等の、自社
株式を交付して決済する義務は、負債に該当
せず、持分であるとされてきた。これに対し、
本研究では、上述の負債の定義に照らし、株
式を交付して決済する義務については、株式
交付に伴う資産請求権を放棄することを要
求される義務は負債になると論じた。他方、
株式交付に伴う資産請求権を放棄せず、株式
交付によって資産を受け入れることを要求
される義務は、資産の犠牲を要する義務とは
言えず、しかし株主の請求権とはいえないた
め持分でもなく、結果的には収益となると論
じた。 
そして、持分概念に関する検討の一環とし
て、資本取引概念について検討した。現在、
持分概念は資産から負債を控除した残余と
して定義されることが多く、また、資本取引
は、「株主と会社との取引」と定義されるこ
とが多いが、それだけでは不十分である。そ
こで本研究では、株主と会社が交換する「株
式」の経済的権利である「自益権」に着目し、
資本取引概念について、「株主と会社との取
引」からさらに一歩踏み込んで、「株式の自
益権に基づく、株主と会社との資産・負債の
移動」と定義する必要があることを明らかに
した。 
そして、かかる資本取引の定義を踏まえて、
株式交付費の会計処理について検討した。株
式交付費に係る会計処理は従来、費用処理、
資本控除処理、繰延資産処理が提示されてき
たが、本研究では、株主と会社との関係に対
する捉え方によって結論が異なることを明
らかにした。とくに、株主の立場からすれば、
株主が株式を取得するのに個人的に支払う
べき費用を会社が肩代わりしていると見な
しうる部分を、会社が立替えている（または
預かっている）と見なして会計処理すべきこ
とを明らかにした。 
 
(2)研究の位置づけとインパクト 
本研究は、負債・持分の区分に関する、会

計計算の立場からの体系的な研究であり、当
該問題に係る会計基準のあり方に関する理
論的検討にもつながる研究であると考えら
れる。 
負債概念に関する研究では、株式を交付し
て決済する義務については、株式交付に伴う
資産請求権を放棄することを要求する義務
については、負債になると論じた。これは、
かかる義務を持分としてきた、従来の結論と
は一線を画している。 
 資本取引概念についての研究では、従来通
説では、「株主と会社との取引」を資本取引
としていたが、それをさらに突き詰めると、
「株式の自益権に基づく、株主と会社との資
産・負債の移動」となり、資本取引概念の深
化に寄与しているものと考えられる。また、

株式交付費の会計処理の検討では、従来見ら
れなかった提案を行っており、今後の議論に
一石を投じているものと考えられる。 
 
(3)今後の展望 
今後の展望としては、国際的な会計基準設
定の場面において、持分概念について大きな
変更が加えられようとしている現在、新たに
持分概念のあり方について検討する必要が
あるものと考えられる。 
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